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令和元年度　第Ⅱ四半期

保証業務等を行うために収集、作成、活用する情報は当協会にとって貴重な財産であり、これらの情報を安全に
効率よく活用するための基盤を構築し、適切な管理を推進していくことが必要です。
当協会では、保有する情報資産を守るため、基本的な指針として「情報セキュリティポリシー」を制定し、情報セキュ
リティ体制の整備、継続的改善に努めています。

　山梨県信用保証協会では、暴力団やいわゆる金融斡旋屋などの第三者が介在、介入する保証申込や変更申込は
一切取り扱いいたしません。なお、保証にあって所定の信用保証料以外には、手数料・入会金・斡旋料・仲介料
等は一切いただいておりません。
　また、申込人や連帯保証人が反社会的勢力に該当しないこと、および将来にわたって反社会的勢力に関係しな
いことを確約しなければ信用保証の対象としておりません。
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令和元年度第Ⅱ四半期
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外部評価委員会を開催いたしました

大規模地震を想定した「保証業務手作業訓練」を実施しました

　経営の透明性を高めるため、中立的な立場である外部
の有識者３名によって構成される外部評価委員会を設置
し、経営方針や経営計画の実施状況について客観的な評
価を受けております。
　本年度は令和元年７月８日（月）に外部評価委員会を
開催し、「平成30年度経営計画」の実施状況等について
委員の皆さまから様々なご意見をいただきました。
　なお、「平成30年度経営計画の評価」は当協会のホー
ムページにて公表しております。

　令和元年７月11日（木）に保証業務手作業訓練を実施いたしました。
　訓練では、大規模地震に伴う停電が発生し、当協会の本店と支店の通信用機器が損壊。蓄電シ
ステムは稼動しているが電源の供給に限りがあるため、電力は外部とのやりとりに優先して電気
を用いることとし、オンライン（基幹系システム）が使用不可能となったことを想定した、保証
業務の手作業訓練を実施いたしました。
　当協会の「自然災害または経済危機等の有事に対する体制及び資金繰り支援策に関する規定」
に基づき、短期的な運転資金を迅速・柔軟に供給し、緊急の資金繰りを支援することを目的とし
て創設した「緊急時短期支援保証制度」の申込に対する保証業務を、保証申込から保証書発行ま
で全て手作業で行いました。
　当協会では毎年、手作業訓練を実施しております。有事の際に資金繰り支援が柔軟に行えるよ
う今後も引き続き訓練をして参ります。

女性経営者応援チームＭＡＰＬＥ活動報告
　当協会では、平成29年８月より女性経営者応援
チーム「ＭＡＰＬＥ」が活動しており、女性の経
営者を創業前から創業後にかけて一貫してサポー
トさせていただいています。
　また、地方公共団体や金融機関が実施する女性
の起業を応援する各種取り組みにも共催・協力を
しております。
　令和元年８月22日には、愛知県信用保証協会で
開催された女性チームカンファレンス及び女性企
業家に関する意見交換会に参加し、情報共有、意
見交換を行ってきました。ここで得たものを参考
に、今後の活動に活かして参ります。
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第17回やまなし企業支援ネットワーク会議を開催しました
　令和元年７月22日（月）、ベルクラシック甲府にて「第17回やまなし企業支援ネットワーク会議」
を開催しました。本会議は当協会と山梨県、山梨県中小企業再生支援協議会が幹事として開催し、
県内の金融機関や商工団体の方々をお招きし、企業支援に対する地域全体のスキル向上を目的と
しているものであります。今回の会議では、中小企業の支援施策について情報共有を行ったほか、
「事業承継」を中心にした情報交換も行い、当協会からは、「山梨県信用保証協会の事業承継支援」
についてご説明させていただきました。

挨拶をする古屋専務理事挨拶をする古屋専務理事 当協会の取組みを説明する宮原保証企画課長

災害時等に備え「普通救命講習」を受講いたしました
　災害時に備え、令和元年９月20日（金）に甲府地
区消防本部の協力により、「普通救命講習」を受講い
たしました。
　主に救急車が来るまでに行なうこととして、成人
を対象とした心肺蘇生やＡＥＤ、異物除去、止血法
などについて、実技講習を交えて学びました。
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事業承継に関するアンケートを実施いたしました
　山梨経済が継続的に発展を続けていくためには、永続的に事業を存続・発展させ、雇用や技術、暖
簾（のれん）を後の世代に伝えていくことが必要不可欠といわれております。今後、数年の間に、中
小企業・小規模事業者が事業承継に直面する「大事業承継時代」の到来が必至であることから、当協
会では、中小企業・小規模事業者の皆さまが事業承継に取り組む上での課題を整理・分析するとともに、
必要な支援策について研究するため、調査を実施いたしました。
　ついては、アンケートの集計結果を掲載させていただきます。アンケートにご協力いただきました
事業者の皆さま、ありがとうございました。アンケート内容を真摯に受け止め、今後、詳細な分析を行っ
たうえで、業務の見直し及びサービス向上への取り組みに活用したいと考えております。
　アンケートの集計結果についてはホームページにて掲示しております。

調査概要 調査期間 令和元年６月21日～７月５日
調査方法 郵送によるアンケートの送付・回答
調査対象 2,031社　（当協会をご利用いただいている60歳以上が経営する事
 　　　　　　業者から無作為で抽出）
回 答 数 615社（回収率30.3％）
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金融・経営相談を毎日実施しております!!
　当協会では、職員による無料の金融・経営相談を実施してお
ります。
　中小企業・小規模事業者の皆さまが抱えている資金繰り、経営
改善、事業再生等、金融・経営に関する様々なお悩みについてご
相談を受け付けております。
　相談を希望の事業者さまは下記のお問い合わせ先より、お気
軽にご連絡、ご予約お願いします。

お問合わせ先  ： 本　　　　店　　０１２０－９７０－２６０
 富士吉田支店　　０５５５－２２－０９９２

「McSS経営診断報告書」無料 提供サービスのご案内
　「McSS経営診断報告書」とは、一般社団法人CRD協会（※）に蓄積された全国約200万社の
財務情報と比較した信用力の「位置づけ」と財務面の「強み・弱み」をグラフ等で分かりやすく
表示した診断書です。
（法人のみが対象になります）
同業他社と比較した『財務指標』や直近決算書を評価する『現状診断』、経営改善計画を策定、評
価する『将来シミュレーション』など図表を取り入れ、わかりやすく表示してありますので、自
社の経営実態等を的確に把握することができます。
　McSS経営診断報告書の提供をご希
望の事業者さまは保証部保証企画課
（０５５－２３５－９７０１）までお
気軽にご連絡ください。なお、本報
告書の提供には直近２期分の決算書
が必要になります。

※一般社団法人ＣＲＤ協会とは・・中小企

業の「財務データ」「デフォルト情報」

を蓄積するデータベース機関

McSS経営診断報告書のイメージ
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特例保証制度の創設及び一部改正について
　令和元年７月16日に「中小企業の事業活動の継続に資するための中小企業等経営強化法等の一部を
改正する法律」が施行されたことに伴い、次の特例保証制度が創設及び改正されましたので、ご案内
いたします。

新たに創設された特例保証制度
○社外高度人材活用新事業分野開拓関連保証

項     目 内　　　　　　　　　　　容

ご利用いただける方
社外高度人材活用新事業分野開拓を行おうとする新規中小企業者等であり、社
外高度人材活用新事業分野開拓に関する計画を作成し、主務大臣の認定を受け
たものであって、中小企業信用保険法上の「中小企業者」であるもの。

保 証 限 度 額 2億8,000万円（一般枠とは別枠）

対 象 資 金 主務大臣の認定を受けた社外高度人材活用新事業分野開拓事業計画に従って行
われる社外高度人材活用新事業分野開拓事業に必要な資金

保 証 期 間 運転資金５年以内　設備資金７年以内

保 証 料 率 0.75％

事業の成長に必要な
知見を持つベンチャー
キャピタルの人材に
協力してもらいたい。

新たな事業分野を開拓
するべく、優秀なエン
ジニアに協力を依頼し
たい。



● 9 ●

○事業継続力強化関連保証
○連携事業継続力強化関連保証（複数の事業者が連携する場合）

改正された特例保証制度
○小規模事業者支援関連保証

項     目 内　　　　　　　　　　　容

ご利用いただける方 「事業継続力強化」または「連携事業継続力強化」に関する計画を作成し、経済
産業大臣の認定を受けた、中小企業信用保険法上の「中小企業者」であるもの。

保 証 限 度 額 2億8,000万円（一般枠とは別枠）

対 象 資 金 経済産業大臣の認定を受けた事業継続力強化計画に従って行われる事業継続力
強化に必要な資金

保 証 期 間 運転資金５年以内　設備資金７年以内

保 証 料 率 0.75％

項     目 内　　　　　　　　　　　容

ご利用いただける方

都道府県知事の認定を受けた事業継続力支援計画において事業継続力強化支援
事業を実施する一般社団法人、一般財団法人及び特定非営利活動法人（ＮＰＯ
法人）であって一定の要件を満たすもの。
経済産業大臣の認定を受けた経営発達支援計画において商工会又は商工会議所
と連携して経営発達支援事業を実施することとされた一般社団法人等又は特定
非営利活動法人であって一定の要件を満たすもの。

保 証 限 度 額 2億8,000万円

対 象 資 金
認定を受けた事業継続力強化支援計画に従った事業継続力強化支援事業又は経
営発達支援計画に従った経営発達支援事業を実施するために必要な資金に係る
ものに限る。

保 証 期 間 運転資金10年以内　設備資金15年以内

保 証 料 率 1.18％

自然災害における従業員の避
難、被害状況の把握などの初動
対策や、その為の人員や設備、
資金繰りに対する計画を策定す
ることで、計画に必要な資金に
対する保証が受けられます！

　対象資金について、これまでは小
規模事業者支援関連特例の対象と
なっていた基盤施設計画が廃止され、
新たに事業継続力強化支援計画が
対象となりました。

 ≪改正内容≫
ＮＰＯ法人等を運営され
ている方で事業継続力支
援計画を作成された方は、
こちらの保証制度が利用
できるようになりました。
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○成長やまなし応援融資が創設されました。
　中小企業者の生産性向上や働き方改革に向けた取り組みの支援を目的としており、既存の「成長
産業分野支援融資」は廃止し、改良した上で新たに創設された制度になります。
施行日　令和元年７月10日

○小規模企業者・企業者向け融資の償還期間が延長されました。
　小規模企業者及び創業後間もない事業者の経営の安定と事業継続を支援（資金繰りを円滑化）す
るため、下記のとおり償還期間が延長されました。
改正日　令和元年７月10日

※成長やまなし応援融資の融資対象や、山梨県商工業振興資金の詳細については、山梨県のホームページ
　をご覧ください。

https://www.pref.yamanashi.jp/shougyo/sinkousikin/sinkousikin.html

制 度 の 内 容 生産性の向上や働き方改革に取り組む中小企業や個人事業主、成長分野に関係す
る事業を営む中小企業や個人事業主がご利用いただける融資です。

資 金 使 途 設備資金（土地取得資金は対象外） 及び 運転資金 

限 度 額 備資金 　　　　  １億円
運転資金 　　　　　　2,000万円 　　　※１企業限度額 １億円

融 資 利 率 1.5％
保 証 料 補 助 0.225％～0.95％（県の1／2補助後の料率）
保 証 料 率 １／２を山梨県が補助

担 保  ・ 保 証 人 金融機関又は信用保証協会の定めるところによります。
（原則として法人代表者以外の連帯保証人は不要）

償 還 期 間 設備資金10年以内（１年以内の据置を含む）
運転資金 5年以内（１年以内の据置を含む）

山梨県商工業振興資金（山梨県の制度融資）の改正について

生産性向上 成 長 分 野働き方改革
・先端設備導入計画
・中小企業生産性向上促進事業

費補助金
・BCP の作成

・水素・燃料電池産業
・医療機器・健康関連機器産業
・地域資源・やまなしブランド

を活用する産業
・山梨の農林水産物を活用する産業
・クリーンエネルギー産業
・山梨トライアル発注商品等認定

・子育て女性活躍
・若者、障害者雇用
・健康、安全衛生
・地域貢献

上記項目で、指定された認定等を受けた事業者が保証の対象となります。

償　還　期　間

改　正　前 改　正　後

小規模企業サポート融資
設備７年　運転５年 設備10年　運転７年

小規模企業強化融資

起業家支援融資 設備７年　運転５年 設備10年　運転10年

山梨県　商工業振興資金 検 索
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（単位：百万円）  
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（単位：百万円）  



● 13 ●

金融機関店舗別　保証債務残高状況　（令和元年9月末現在）
（単位：百万円）  
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（単位：百万円）  
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（単位：百万円）  
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（単位：百万円）  
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